
 - 1 - 

 

明石市の財政 
かんたんな決算の説明書 
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令和３年度決算の概要 

一般会計  歳入   １，３０１．４億円  歳出  １，２７９．６億円 

特別会計  歳入     ６５５．１億円  歳出    ５９３．２億円 

企業会計  歳入     １７８．８億円  歳出    ２１０．２億円 

総  額  歳入   ２，１３５．３億円  歳出  ２，０８３．０億円 

 

一般会計の歳入決算額は、１，３０１億４千万円で、前年度に比べて１７０億円、

１１.６％の減となりました。減少額の主なものは、国庫支出金が特別定額給付金の減

などにより約２１２億５千万円、市債が小中学校の特別教室空調設備及び校内ネット

ワーク環境等整備費、私立保育所・認定こども園等整備事業費などの投資的経費の財

源分の減などにより約２７億５千万円の減などです。 

歳出決算額は、１，２７９億６千万円で、前年度に比べて１７２億４千万円、１１．

９％の減となりました。減少額の主なものは、補助費等が特別定額給付金給付事業費

や高齢者・障害者及び生活見守りサポート利用券発行事業費の減などにより、約２９

９億７千万円、投資的経費が私立保育所・認定こども園等整備事業費や小中学校の特

別教室空調設備及び校内ネットワーク環境等整備費の減などにより、約２３億５千万

円の減となりました。 

 

一般会計の決算収支状況の推移 

(単位：千円)

区　分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

歳　　入 102,588,530 109,865,639 106,212,244 147,137,037 130,138,087 

歳　　出 101,875,608 109,211,227 105,778,219 145,201,760 127,960,648 

形式収支 712,922 654,412 434,025 1,935,277 2,177,439 

実質収支 649,200 631,544 375,952 1,723,508 1,273,631 

単年度収支 △ 390,284 △ 17,656 △ 255,592 1,347,556 △ 449,877 

実質単年度収支 △ 268,206 2,968,149 △ 539,060 1,536,073 412,841 

※形式収支・・・・・歳入から歳出を差し引いたもの

　実質収支・・・・・形式収支から翌年度に繰り越す財源を差し引いたもの

　単年度収支・・・・実質収支から前年度の実質収支を差し引いたもの

　実質単年度収支・・単年度収支に財政基金の積立額と市債の繰上償還額を加え、取崩額を差し引いたもの  
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会計ごと決算の状況  

(単位：千円)

差引

歳入　Ａ 歳出　Ｂ Ａ－Ｂ

130,138,087 127,960,648 2,177,439

葬 祭 事 業 504,179 504,179 0

国 民 健 康 保 険 事 業 29,298,488 29,282,793 15,694

財 産 区 5,631,504 122,131 5,509,374

公 共 用 地 取 得 事 業 397,769 397,730 39

石 ヶ 谷 墓 園 整 備 事 業 373,077 53,133 319,944

地 方 卸 売 市 場 事 業 84,797 84,797 0

介 護 保 険 事 業 24,355,354 24,032,156 323,198

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 4,311,373 4,306,442 4,931

病 院 事 業 債 管 理 528,555 528,555 0

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 30,583 3,916 26,667

小 計 65,515,678 59,315,832 6,199,846

水 道 事 業 6,871,847 7,750,410 △ 878,563

（ 収 益 的 収 支 ） 6,483,980 5,739,724 744,256

（ 資 本 的 収 支 ） 387,867 2,010,686 △ 1,622,818

下 水 道 事 業 11,007,647 13,273,998 △ 2,266,351

（ 収 益 的 収 支 ） 9,044,887 7,968,649 1,076,238

（ 資 本 的 収 支 ） 1,962,760 5,305,349 △ 3,342,590

小　　　計 17,879,494 21,024,408 △ 3,144,914

※ 四捨五入の関係で、合計と内訳の計が一致しない場合があります。

5,232,371208,300,888213,533,259

令和３年度決算額

 一 　般 　会 　計

特

別

会

計

合      計

企
業
会
計

会　　　計　　　名

 

 

 

○一般会計 

市税などの歳入により、教育、福祉、道路整備など基本的な行政サービスを行う

会計です。 

 

○特別会計 

特定の歳入があり、一般会計と分けて収支を明確にしている会計です。明石市で

は、国民健康保険事業、介護保険事業など１０の特別会計があります。 

 

○企業会計 

特定の事業により収益をあげて独立採算を基本とする、民間に近い経理を行う会

計です。明石市は、水道事業、下水道事業の２つの企業会計があります。 
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一般会計歳入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○市税・・・・・・市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税、市たばこ税など 

○県税交付金・・・地方消費税や自動車税環境性能割など県税の一部が市に交付され

るもの 

○地方交付税・・・国税の一部を財源に、財政状況に応じて県や市に交付されるもの 

○負担金・使用料等・・分担金・負担金、使用料・手数料 

○国県支出金・・・特定の目的の事業に対し、国や県から交付される補助金 など 

○繰入金・・・・・基金(市の貯金)からの繰入金 など 

○繰越金・・・・・前年度決算の形式収支額(歳入-歳出) 

○諸収入・・・・・貸付金の元利収入、各種事業での実費負担金収入 など 

○市債・・・・・・施設整備などの財源とするための借入金(市の借金) 

○その他・・・・・地方譲与税、地方特例交付金、財産収入など 

(単位：千円、円、％)

令和２年度 市民１人あたり 令和３年度 市民１人あたり 比較増減額 市民１人あたり 増減率

決算額Ａ (304,382) 決算額Ｂ (304,906) (Ｂ－Ａ)　Ｃ 増減額 Ｃ／Ａ

市 税 43,590,526 143,210 43,661,454 143,196 70,928 △ 14 0.2

県 税 交 付 金 6,802,297 22,348 7,853,502 25,757 1,051,205 3,409 15.5

地 方 交 付 税 10,807,412 35,506 14,886,171 48,822 4,078,759 13,316 37.7

負担金・使用料等 2,185,850 7,181 2,281,640 7,483 95,790 302 4.4

国 県 支 出 金 67,265,838 220,992 46,538,801 152,633 △ 20,727,037 △ 68,359 △30.8

繰 入 金 41,179 135 157,263 516 116,084 381 281.9

繰 越 金 434,025 1,426 1,935,277 6,347 1,501,252 4,921 345.9

市 債 11,438,734 37,580 8,685,225 28,485 △ 2,753,509 △ 9,095 △24.1

そ の 他 4,571,176 15,018 4,138,754 13,574 △ 432,422 △ 1,444 △9.5

合　　計 147,137,037 483,396 130,138,087 426,814 △ 16,998,950 △ 56,582 △11.6

※ 市民１人あたりの計算は、(　)内の数値=基準日現在の住民基本台帳人口 をもとにしています。

※ 四捨五入の関係で、合計と内訳の計が一致しない場合があります。

市税

33.6%

県税交付金

6.0%

地方交付税

11.4%

負担金・使用料等

1.8%

国県支出金

35.8%

繰入金

0.1%

繰越金

1.5%

市債

6.7%

その他

3.1％
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一般会計歳出（目的別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○総務費・・・・市の一般的な管理に要する経費 

○民生費・・・・高齢者や障害者、子育て支援などの福祉に要する経費 

○衛生費・・・・ごみ処理や環境対策、健康づくりや母子保健に要する経費 

○土木費・・・・道路や公園、市営住宅などの整備、維持管理に要する経費 

○教育費・・・・学校や図書館などの運営や整備、維持管理に要する経費 

○公債費・・・・市債(市の借金)の返済に要する経費 

○その他・・・・議会費、農林水産業費、商工費、消防費など 

 

 

 

(単位：千円、円、％)

令和２年度 市民１人あたり 令和３年度 市民１人あたり 比較増減額 市民１人あたり 増減率

決算額Ａ (304,382) 決算額Ｂ (304,906) (Ｂ－Ａ)　Ｃ 増減額 Ｃ／Ａ

総 務 費 40,489,766 133,023 13,137,232 43,086 △ 27,352,534 △ 89,937 △67.6

民 生 費 58,391,193 191,835 65,180,883 213,774 6,789,690 21,939 11.6

衛 生 費 9,398,497 30,877 12,690,796 41,622 3,292,299 10,745 35.0

土 木 費 5,935,361 19,500 7,052,951 23,132 1,117,590 3,632 18.8

教 育 費 12,395,031 40,722 11,057,084 36,264 △ 1,337,947 △ 4,458 △10.8

公 債 費 11,005,464 36,157 11,758,623 38,565 753,159 2,408 6.8

そ の 他 7,586,448 24,924 7,083,079 23,230 △ 503,369 △ 1,694 △6.6

合　　計 145,201,760 477,038 127,960,648 419,672 △ 17,241,112 △ 57,366 △11.9

※ 市民１人あたりの計算は、(　)内の数値=基準日現在の住民基本台帳人口 をもとにしています。

※ 四捨五入の関係で、合計と内訳の計が一致しない場合があります。

総務費

10.3%

民生費

50.9%
衛生費

9.9%

土木費

5.5%

教育費

8.6%

公債費

9.2%

その他

5.6%
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一般会計歳出（性質別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○人件費・・・・・市職員の給与、職員手当、共済費など 

○扶助費・・・・・生活保護、こども・高齢者などの医療費助成、障害者自立支援費など 

〇公債費・・・・・市債の元利償還に要する経費  

○投資的経費・・・道路や学校、公園など各種施設の整備に要する経費 

○繰出金・・・・・特別会計に対する繰出金などの経費 

○補助費等・・・・公共的な活動を行う団体などへの補助金など 

○貸付金等・・・・中小企業融資など各種の貸付金や企業会計への出資金 

○その他・・・・・物件費、維持補修費、積立金 

 

 

(単位：千円、円、％)

令和２年度 市民１人あたり 令和３年度 市民１人あたり 比較増減額 市民１人あたり 増減率

決算額Ａ (304,382) 決算額Ｂ (304,906) (Ｂ－Ａ)　Ｃ 増減額 Ｃ／Ａ

20,312,692 66,734 20,556,302 67,418 243,610 684 1.2

36,898,492 121,224 46,463,048 152,385 9,564,556 31,161 25.9

11,005,464 36,157 11,758,623 38,565 753,159 2,408 6.8

10,527,423 34,586 8,180,430 26,829 △ 2,346,993 △ 7,757 △22.3

10,867,178 35,702 11,082,858 36,348 215,680 646 2.0

39,539,211 129,900 9,570,003 31,387 △ 29,969,208 △ 98,513 △75.8

438,165 1,440 305,211 1,001 △ 132,954 △ 439 △30.3

15,613,135 51,295 20,044,173 65,739 4,431,038 14,444 28.4

145,201,760 477,038 127,960,648 419,672 △ 17,241,112 △ 57,366 △11.9

※ 市民１人あたりの計算は、(　)内の数値=基準日現在の住民基本台帳人口 をもとにしています。

※ 四捨五入の関係で、合計と内訳の計が一致しない場合があります。

20,044,173

合 計

投資的 経費

繰 出 金

補 助 費 等

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

貸 付 金 等

そ の 他

人件費

16.1%

扶助費

36.3%

公債費

9.2%

投資的経費

6.4%

繰出金

8.7%

補助費等

7.5%

貸付金等

0.3%
その他

15.7%
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令和３年度 一般会計決算の特徴 

歳入が１１.６％、歳出が１１.９％の減。令和元年度以来２年ぶりの減。 

歳入では、市税で、コロナ禍の景気低迷に伴う給与所得の減などにより、個人市民

税が約３億４千万円減少した一方で、令和2年度に徴収猶予された滞納繰越分が納税

されたことにより固定資産税が約１億９千万円、都市計画税が約３千万円、そのほか

法人市民税が約７千万円増加し、約4３６億６千万円となりました。 

税目ごとの増減 (単位：千円・％)

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

 市民税 19,398,035 44.5 19,129,825 43.8 △ 268,210 △ 1.4 

 個　　人　 16,873,898 38.7 16,531,955 37.9 △ 341,943 △ 2.0 

 法　　人 2,524,137 5.8 2,597,870 6.0 73,733 2.9 

 固定資産税　 17,061,108 39.1 17,253,640 39.5 192,532 1.1 

 土　　地　 5,789,124 13.3 5,954,768 13.6 165,644 2.9 

 家　　屋　 8,038,307 18.4 7,991,148 18.3 △ 47,159 △ 0.6 

 償却資産　 3,057,004 7.0 3,130,646 7.2 73,642 2.4 

 交付金 176,673 0.4 177,078 0.4 405 0.2 

469,181 1.1 487,696 1.1 18,515 3.9 

1,548,014 3.6 1,630,146 3.7 82,132 5.3 

479 0.0 360 0.0 △ 119 △ 24.8 

1,652,638 3.8 1,668,358 3.8 15,720 1.0 

3,461,071 7.9 3,491,429 8.0 30,358 0.9 

43,590,526 100.0 43,661,454 100.0 70,928 0.2 

 1.0  21.1  1.1 

 入湯税

 都市計画税

　合　　計

 徴収率：
 現年・滞納・計

 事業所税

 軽自動車税

 市たばこ税

98.4  17.2  96.1 99.4  38.3  97.2

区　　分
令和２年度 令和３年度 対前年度

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国県支出金は、約２０７億３千万円減少しています。これは、県支出金が衆議院議

員選挙及び兵庫県知事選挙の委託金や、障害福祉事業にかかる負担金の増により約５

億３千万円増加した一方で、国庫支出金が特別定額給付金かかる補助金などの減によ

り約２１２億５千万円減少したことによります。 
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県税交付金は、約１０億５千万円増加しています。これは、主に地方消費税交付金

などが増加したことによります。 

地方交付税は、国勢調査人口の増加に伴う基準財政需要額の増や、国税収入の増加

による追加交付などにより、約４０億８千万円増加しています。なお、地方交付税の

振替財源である臨時財政対策債を加えると、約４４億１千万円の増加となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳出で最も大きな割合を占めるのは民生費、次いで総務費、衛生費、公債費 

歳出を目的別に見ると、高齢者や障害者、子育て支援などの福祉にかかる経費であ

る民生費(約６５１億８千万円、５０.９％)が一番多く、次いで市の一般的な管理に要

する経費である総務費(約１３１億４千万円、１０.３％)が二番目となっています。 

その次に、感染予防や環境保全にかかる経費である衛生費(約１２６億９千万円、

９.９％)、そして、市債の償還(借金の返済)にかかる経費である公債費(約１１７億６

千万円、９.２％)などとなっています。過去10年間の歳出決算額に占める割合は下の

図のとおりです。 
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人件費、扶助費、公債費は増加、投資的経費は減少 

人件費が感染症対応などに伴う職員数の増、扶助費が子育て世帯への臨時特別給付

金給付事業費や住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業費の増、そして、

公債費が臨時財政対策債などの長期債元金償還の増により、合わせて約１０５億6千

万円の増となりました。 

投資的経費は、私立保育所・認定こども園等整備事業費や小中学校の特別教室空調

設備及び校内ネットワーク環境等整備費の減などにより、約２３億５千万円の減とな

りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
投資的経費については、平成2５年度以降、明石駅前南地区市街地再開発事

業費や、私立保育所等整備事業費、中学校給食導入事業費、小中学校空調設備
整備費などの影響で、事業費が各年度により増減しています。 

 
その他経費（物件費・維持補修費・補助費等など）については、経常的な経

費の抑制など、財政健全化推進計画（H26～R５）に基づく継続した取り組み
により、平成25年度以降の土地開発公社の清算経費や中学校給食実施経費及び
中核市移行に係る経費、平成30年度のJT跡地売却収入に伴う財政基金積立
金、令和２年度の新型コロナウイルス感染症対策に係る経費などを除くと、平
成24年度以降、多少の増減はあるものの、ほぼ同じような規模で推移していま
す。 
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人件費は１.２％増加しています。これは、感染症対応などに伴う職員数の増加など

による給与費の増があったことによるものです。 

扶助費は、２５.９％増加しています。これは、子育て世帯への臨時特別給付金給付

事業費で５２億４千万円、住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業費で

３０億２千万円の増があったことなどによります。今後も少子高齢化の進展などによ

り増加が見込まれます。 

公債費も６.８％増加しています。これは、借入利率の低下による長期債利子の減が

あった一方で、令和２年度に発行した市税等の徴収猶予特例債にかかる元金償還の増、

臨時財政対策債などの長期債元金償還の増があったことによるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
人件費は、令和２年度の会計年度任用職員制度の導入に伴う物件費(賃金等)から

の振り替えを除くと、職員配置の適正化などにより同規模で推移しています。 
扶助費は、継続的に増加傾向にあり、高齢化の進展や待機児童対策などにより、

今後も増加が見込まれます。 
公債費は、平成26年度の第三セクター等改革推進債の償還による増加や、明石

駅南地区市街地再開発事業に係る市債の償還、臨時財政対策債の償還などの増加が
あるものの、近年は、ほぼ同じ規模で推移しています。 
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市債(借金)はやや減少、基金(貯金)は前年度に比べて増加 

市の借金にあたる市債の令和３年度末残高は、一般会計では約１,１６７億７千万円、

市民１人あたり約３８万３千円、特別会計と企業会計を合わせた全体では約１,６４５

億８千万円、市民１人あたり約５３万９千円となっています。令和２年度末に比べ、

市民１人あたり、一般会計では約９千円程度減少しており、全体では約２万円程度減

少しています。また、交付税の振替財源である臨時財政対策債の残高を除いた場合、

市民１人あたり、一般会計で約２１万２千円となっており、ピーク時の平成13年度

末からは約１８万１千円減少しています。 

一方、市の貯金にあたる基金の令和３年度末残高は、一般会計の全ての基金を合わ

せて約１５２億３千万円、市民１人あたり約５万円となり、財政基金、減債基金およ

び特別会計等財政健全化基金の３つの基金で、約１２１億円、市民１人あたり約４万

円となっています。令和２年度末に比べ、市民１人あたり、全ての基金の場合及び財

政基金など３基金の場合とも約３千円増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
市債残高は、平成25年度以降については、土地開発公社の清算に伴う第三

セクター等改革推進債の発行、臨時財政対策債残高の増加、明石駅前南地区
市街地再開発事業や中学校給食導入事業などの投資的経費に係る市債の発行
により増加していましたが、令和３年度は前年度から約25億円減少しまし
た。 

 
財政基金など3基金の残高は、平成30年度にはJT跡地売却収入を財政基金

に積立てたことにより、残高は115億円となりました。令和3年度は前年度
から約９億円増加し、約１２１億円となっています。 
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経常収支比率は前年度より2.７ポイント改善、実質公債費比率は健全化基準を

大きく下回る 

経常収支比率は、市税や交付税などの経常的な収入に対して、人件費や扶助費など

の経常的な支出が、どの程度の割合かを示す比率で、財政構造の弾力性を示す指標と

なります。100％に近づくほど財源に余裕がなくなり、財政が硬直化していることを

意味します。全国的に厳しい財政状況が続いており、例えば、令和２年度決算の兵庫

県下29市の平均値は、９２.７％となっています。 

本市の令和３年度決算数値は、前年度と比べ2.７ポイント改善し9１.５％となりま

した。これは、普通交付税や地方消費税交付金が増加したことなどによります。 

実質公債費比率は、一般会計の公債費(借金の返済額)に加え、特別会計や企業会計

を含めて、市が実質的に負担することになる公債費の合計が、市税や交付税などの一

般財源の標準的な規模(交付税算定に基づくもので、実際の収入額ではない)に対し、

どの程度の割合かを示す比率で、これは、地方財政健全化法に基づく、財政の健全性

を判断する比率になっています。 

本市の令和３年度決算数値は、３.６％となりました。地方財政健全化法において、

早期健全化計画を策定しなければならない基準である、早期健全化基準25.0％を大

きく下回っています。 

 

経常収支比率は、国の三位一体改革により地方交付税が大幅に削減されたこ
となどにより、94％前後で推移しています。 

 
実質公債費比率は、平成24年度から平成３０年度までは、阪神淡路大震災時

に借り入れた市債や明石クリーンセンター建て替えなどの大型事業で借り入れ
た市債の償還終了に伴い、減少しています。令和３年度は、前年度に比べ０.２
ポイント悪化し、３.６％となりました。 
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参考１：家計に例えると 

明石市の一般会計の決算額を約２万５千分の１に縮小し、年間の収入額が約５０0

万円の家庭の家計の状況に例えて表してみました。 

市の決算と家計では、そもそも全く異なるものですので、表現に無理な部分もあり

ますが、少しでも市の決算について知っていただく参考としてご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

収入 (単位:千円)

家計に例えるなら 市の歳入では

給料 市税 1,677

手当 交付税、譲与税、交付金 920

パート収入 分担金・負担金、使用料・手数料 88

ローンの借入 市債 334

貯金の引き出し 繰入金 6

親からの家の購入などへの援助 国・県支出金 1,788

独立した子どもからの貸付の返済 諸収入のうち貸付金収入 9

自宅にいる子どもからの生活費 その他の諸収入、寄附金 89

株の配当、売却収入 財産収入 15

前年の残金 繰越金 74

計 5,000

支出

家計に例えるなら 市の歳出では

食費 人件費 790

医療費 扶助費 1,785

ローンの返済 公債費 452

光熱水費、衣類等の購入費 物件費 656

家の増改築、車・家電の買い替え 投資的経費 314

家や車の修理費 維持補修費 77

学生の子どもへの仕送り 繰出金 426

独立した子どもへの貸付 貸付金、出資金 11

親戚へのお年玉、小遣い 補助費等 368

貯金 積立金 37

翌年へ繰り越し 形式収支 84

計 5,000
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参考２：近隣他市との比較 

財政状況を判断するための参考として、決算数値のうち代表的なものいくつかにつ

いて、兵庫県下29市の平均及び比較的人口規模の近いいくつかの団体との比較表を

まとめてみました。 

これによると、経常収支比率などで、各市とも、ほぼ似かよった数値が並んでおり、

明石市と同様に財政状況が厳しいことがうかがえます。 

本市の特徴としては、29市平均と比較して、市債残高(借金)や人件費・扶助費・公

債費の合計が比較的少ないものの、市税収入(収入)が比較的少ないため、市民１人当

たりの財政規模が小さく、健全な財政状況であるといえる一方で、財政基盤が弱いと

いうことも否めません。 

 

 

県内他市との比較（普通会計） (単位:人、％、千円)

明石市 29市平均 Ａ市 Ｂ市 Ｃ市 Ｄ市

 人口(R4.1.1) 304,906 180,252 459,261 482,204 260,868 231,601

 経常収支比率 91.5 89.5 91.4 93.7 88.1 92.1

 実質公債費比率 3.6 7.9 9.7 4.5 1.8 4.1

 市民１人あたり

財政基金残高 30 29 21 37 25 24

市債残高 394 521 489 285 301 311

市税収入 143 174 173 182 153 156
人件費・扶助費

　・公債費の合計
224 258 286 216 184 195

投資的経費 35 67 44 47 52 23  


